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精神障害者関係統計  
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1. 厚生省関連の調査 

 

調査の概要 

 ここに収録されているデータは、厚生省が実施した「全国精神衛生実態調査」と「患者調査」による

ものである。 

 

「全国精神衛生実態調査」 

 厚生省による精神障害者に関する戦後の全国調査は、昭和29年、38年、48年、58年の4回行われて

いる。このうち、昭和29年と38年の調査は標本調査による全国調査であり、調査員による聞込み調査

を行なっている。しかし、精神障害者に対する人権上の問題もあり、昭和48年調査では、従前の調査と

同様、地域抽出一斉調査法を採用しているものの、情報の聞込み訪問調査は行なわないなど調査方法の

変更が行われている。また、58年調査では、医療施設を利用する患者から抽出する方法に切り替えられ

ている。調査実施に対する反対などの影響もあり、地域別の実施率、回収率も従前と異なる。こうした

点などから、48年調査以後とそれ以前とでは直接比較はできない。 

 

「患者調査」 

 「患者調査」は、病院及び診療所の利用患者について、その傷病状況等の実態を明らかにすることを

目的に行われている。この調査は昭和28年からおおむね毎年、昭和59年からは3年毎に実施されてい

る。本統計集で使用されているデータは平成5年10月の「患者調査」によるものである。 
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第 1表 精神障害者数の全国推計と有病率（人口1,000対）（昭和29・38年） 

 

 

第 2表 障害種類別精神障害者数（昭和29・38・48年） 

(1) 精神障害者数（昭和29年） (2) 精神障害者数（昭和38年） 

 全国推計数 有病率人口千対   全国推計数 有病率人口千対

総  数 130万人 14.8  総  数 124万人 12.9 

精 神 病  45万人  5.2  精 神 病  57万人  5.9 

精神薄弱  58万人  6.6  精神薄弱  40万人  4.2 

そ の 他  27万人  3.0  そ の 他  27万人  2.8 

 

(3) 精神障害者の内訳（昭和48年） 

精神病によるもの 57.8% 

精神薄弱によるもの 20.8% 

その他によるもの 21.4% 

 

 

第 3表 精神障害者数（推計）（平成4・5年） 
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第 4表 診断分類（入院－通院）別精神障害者数（昭和58年） 

 

 

 

第 5表 精神障害者の精神疾患の種類別推計患者数（平成5年） 

（千人） 
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第 1図 近い将来の退院の見込み（入院）（昭和58年） 

 

 

第 2図 患者の退院促進条件（入院） 第 3図 患者に利用させたい社会復帰機能 

（昭和58年）  （通院）（昭和58年） 
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第 4図 入院前の仕事の状況（入院） 第 5図 仕事をしていなかった理由（入院） 

（昭和58年）  （昭和58年） 

 

 

第 6図 現在の仕事の状況（通院） 第 7図 仕事をしていない理由（通院） 

（昭和58年）  （昭和58年） 
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2. 精神障害者と家族の生活実態に関する調査 

（(財)全国精神障害者家族連合会） 

 

調査の概要 

 全国精神障害者家族連合会（ぜんかれん）による全国調査は昭和61年と平成4年に実施されている。 

 昭和61年調査は、精神障害者を抱える家族を対象にした「家族福祉ニーズ調査」、精神障害者・回復

者本人を対象にした「患者・回復者ニーズ調査」、および家族会のリーダーを対象に、精神衛生施策に対

する意見を求めた「施策に関する意識調査」からなっている。本統計集で使用したデータは「患者・回

復者ニーズ調査」によるものである。 

 平成4年調査は、作業所など地域活動に参加する精神障害者本人を対象とした「患者・回復者ニーズ

調査」である。本調査は全国の家族会員を対象にした「家族福祉ニーズ調査」と精神病院や福祉施設な

ど施設入所者を対象とした「病院・施設生活の実状と福祉ニーズに関する調査」と並行して実施された

ものである。全体的主旨については昭和61年調査を踏襲している。 

 

（調査対象） 

 昭和61年調査では、ぜんかれんが把握している全国のデイケア（週3日以上実施のところ）、作業所、

保健所・回復者クラブ、共同住居を利用している精神障害者・回復者（精神薄弱者は除く）で、調査協

力の意志表明があったもの全員。 

 平成4年調査では、全国のデイケア、保健所（週3日以上デイケアを開設）、精神保健センター、法定

社会復帰施設、精神障害者小規模作業所、患者会、共同住居、全国精神保健職親事業所を利用している

精神障害者・回復者で、調査協力の意志表明があったもの全員。 

 

（調査方法） 

 アンケート調査。 

 

（調査時期） 

 昭和61年調査は、昭和61年 1月～3月 

 平成4年調査は、平成4年2月、一部平成4年10月。 

 

 なお、本統計集では、昭和61年調査と平成4年調査の結果を対比できるように、両調査から似ている

調査項目を選択した。 

 

 資料出所：「ぜんかれん号外 日本の精神障害者と家族の生活実態白書」 

   全国精神障害者家族連合会、昭和61年 

全家連保健福祉研究所編「精神障害者・家族の生活と福祉ニーズ'92(Ⅱ)」 

   全国精神障害者家族連合会、1994年 
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第 1－1図 在宅精神障害者の仕事の有無 第 1－2図 正社員経験の有無（平成4年） 

（昭和61年） 

 

 

第 2－1図 在宅精神障害者の仕事の種類 第 2－2図 収入の伴う今の仕事 

（昭和61年）  （平成4年） 

 



－130－ 

第 3－1図 つとめ先の業種（昭和61年） 第 3－2図 つとめ先の業種（平成4年） 

 

 

第 4－1図 つとめ先の規模（昭和61年） 第 4－2図 つとめ先の規模（平成4年） 

 

 

第 5－1図 現在の仕事をさがした方法 第 5－2図 仕事の探し方（平成4年） 

（昭和61年） 
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第 6－1図 現在、仕事をつづけてゆく上で困っていること（複数回答）（昭和61年） 

 
 

第 6－2図 職場で困っていること（複数回答）（平成4年） 
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第 7－1図 職場での病名の認知度 第 7－2図 職場での病気の認知度 

（昭和61年）  （平成4年） 

 

 

 

第 8－1図 職場での病気の認知過程 第 8－2図 病気を知られた理由 

（昭和61年）  （平成4年） 
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第 9－1図 今後の就労希望（昭和61年） 第 9－2図 就職への意欲（平成4年） 

 

 

第 10－1図 今後働きたい仕事の種類 第 10－2図 働きたい場所（平成4年） 

（昭和61年） 
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3. その他 

(1) 精神科医からみた精神障害者の就労の条件(平成元年度) 

 資料出所：日本障害者雇用促進協会「精神障害者の就労リハビリテーションと援護システムに関する

研究」(研究調査報告書No.148)、1990 

 日本精神神経学会会員(約6,200名、わが国の精神科医のほとんどが加入)に対するアンケート調査

に対する回答(1,472名、回収率24.0%)結果である。 

 調査実施期日は平成元年度(平成2年 1月 15日締切り)。 

 

第 1表 慢性精神分裂病者雇用の発展しにくい理由 

（人、％） 

 

 

第 2表 精神障害者側の雇用促進条件 

（人、％） 
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第 3表 企業側雇用条件 

（人、％） 

 

 

 

第 4表 就労能力のある患者の就労自立条件 

（人、％） 
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(2) 精神障害者の求職・職業紹介・就職状況 

第1表 登録者別求職・職業紹介・就職状況（昭和61年 4月～12月） 

（人、件） 
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(3) 精神病床・入院患者の状況 

第1表 精神病床数・入院患者数等の推移（昭和58年～平成6年） 

（各年6月末） 
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